意見書案第１号

国民的合意のないままに安全保障体制の見直しを行わないよう

求める意見書の提出について

首題の事件について、別紙のとおり内閣総理大臣、衆議院議長、参議院議長、防衛大臣に意見書を提出する。

平成２７年５月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　提　出　者

　　　　　　　　　　　　　　　　長久手市議会議員　さとうゆみ
　　　　　　　　　　　　　　　賛　成　者

　　　　　　　　　　　　　　　　長久手市議会議員　じんの和子
要　旨

　去る５月１５日に、安全保障法制の関連法案が国会に提出された。安倍政権は、戦後７０年間歴代政権が踏襲してきた方針を大きく転換して、安全保障の基本姿勢を変えようとしている。立憲主義の日本において、憲法に定められた国のありようを根本から変えるのであれば、憲法改正の手続きを経なければならないことは明らかである。戦後７０年の節目に当たり、国に対して、国民的合意のないままに安全保障体制の見直しを行わないよう強く求める。

別紙

国民的合意のないままに安全保障法制の見直しを行わない
よう求める意見書（案）
　今年は、第二次世界大戦終結から７０年目の節目を迎え、戦争当時の過酷な経験をされた方々が高齢化する中、改めて平和の尊さを受け継ぐ必要が高まっている。そうした中にあって、安倍政権は、昨年７月に集団的自衛権の行使容認を閣議決定し、新しい安全保障法制整備を今国会で行おうとしている。
関連法案が成立すれば、日本が攻撃されていなくても掃討作戦に参戦する道が開かれ、また他国軍への弾薬提供や海外での治安維持任務も可能となる。これまで歴代政府が踏襲してきた安全保障体制を１８０度変えようとするものである。国民の多くは、なぜ自衛隊の海外派遣を恒常的に可能とすることが必要なのか、なぜ自衛のための武器の使用が海外で必要なのか、大きな疑問を感じている。

　安倍総理は先月末の米国議会での演説において、一連の安保法制をこの夏までに国会で成立させると明言した。国民も国会もその内容を全く知らされない中での発言であり、国民軽視、国会軽視と言わざるを得ず、極めて大きな問題である。

　そもそも、立憲主義の日本において、憲法に定められた国のありようを根本から変えようとするのであれば、憲法改正の手続きを経なければならないことは明らかである。

　長久手市は昨年「非核平和都市宣言」を行い、市民とともに平和を願い、平和の尊さを語り継ぐ取り組みを進めているところである。戦後７０年の節目に当たり、これまで日本国民が守ってきた平和を脅かすことはあってはならない。
　よって長久手市議会は、国に対して、国民的合意のないままに、安全保障法制の見直しを行わないよう強く求める。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２７年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県長久手市議会　　

議長　伊藤祐司　　
提出先
内閣総理大臣

衆議院議長

参議院議長

防衛大臣　　
意見書案第２号
年金積立金の適正運用の確保を求める意見書の提出について
首題の事件について、別紙のとおり内閣総理大臣、厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長に意見書を提出する。
平成２７年５月２８日提出
提　出　者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　長久手市議会議員　田崎あきひさ
賛　成　者
　　　　　　　　　　　　　　　　長久手市議会議員　川合保生
要　旨
年金積立額の運用は、年金財政・年金制度と密接に関わるものであり、現役世代の保険料負担を維持しつつ、将来の年金給付に支障が生じないよう、長期的な健全性を確保していかなければならない。
よって、国においては、年金積立額の適正運用の確保を図るため、別紙事項について特段の措置を講じられるよう強く要望し、意見書を提出するものである。

別紙
　　　　年金積立金の適正運用の確保を求める意見書（案）
公的年金は高齢者世帯の収入の約７割を占め、６割の高齢者世帯が年金収入だけで生活している。また、特に高齢化率の高い都道府県では県民所得の１７％前後、家計の最終消費支出の２０％前後を占めているなど、年金は老後の生活保障の柱となっている。
こうした中、政府は、公的資金等の運用について、デフレからの脱却を図り、適度なインフレ環境へと移行しつつある我が国の経済状況を踏まえ、運用対象の見直しやリスク管理体制等のガバナンスの見直しを進めることとしている。
　　また、公的年金の積立金の運用を行っている年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は、昨年１０月に中期計画を変更し、運用資産に占める国内債券の割合を引き下げ、株式の割合を引き上げるなどの運用方法の見直しを行うとともに、内部統制やリスク管理体制の強化等を行うこととしている。
　もとより、年金積立金の運用は、年金財政・年金制度と密接に関わるものであり、現役世代の保険料負担を維持しつつ、将来の年金給付に支障が生じないよう、長期的な健全性を確保していかなければならない。
　　よって、国におかれては、年金積立金の適正運用の確保を図るため、下記事項について特段の措置を講じられるよう強く要望する。
記
１　年金積立金の運用は、厚生年金保険法等の規定に基づき、専ら被保険者の利益のために、長期的な観点から安全かつ確実な運用を堅持すること。
２　被保険者の利益を第一に考えた運用が確実に行えるようＧＰＩＦのガバナンス体制の強化を図ること。
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
　　　平成２７年　　月　　日
愛知県長久手市議会　　
議長　伊藤祐司　　
提出先
　衆議院議長
　参議院議長
　内閣総理大臣
　厚生労働大臣
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